
 

 

 

 

 岡崎市消防法等違反の処理

に関する要綱 

 

 

 

 

 

 

 
岡崎市消防本部 



 

- 1 - 
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附  則  

第１章  総則  

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、消防法（昭和 23年法律第 186 号。以下「法」とい

う。）及び火災予防条例（昭和 37年岡崎市条例第 20号。以下「条例」と

いう。）に関する違反（火災その他の災害発生又は人命危険を防止する

ための措置を必要とする状態又は行為を含む。以下「違反」という。）

の処理について、必要な事項を定めるものとする。  

（違反の処理の実施）  

第２条  消防署長又は予防課長（以下「消防署長等」という。）は、立入

検査その他の職務執行等（以下「職務執行等」という。）に際し、違反

があると思われる事実を知ったときは、その実情を調査しなければな

らない。  

２  消防長は、前項の調査結果を検討し、当該事実が第６条の処理区分

のいずれかを要すると認めるときは、それぞれ違反の内容に応じた処

理を行うものとする。  

 （職員の責務）  

第３条  消防職員は、職務執行等に際し、違反の事実を発見し、又は聞

知したときは、速やかに消防署長及び所属長に報告しなければならな

い。  

 （違反の処理の心得）  

第４条  違反の処理（以下「処理」という。）は、関係者及び違反の行為

者（以下「関係者等」という。）が受ける権利の制限と、処理の対象と

なっている消防上の危険性を考慮した、正当なものでなければならな
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い。  

２  処理は、その実態を的確に把握するとともに、厳正にして綿密、か

つ、公平な信念をもって、時機を失することのないように行わなけれ

ばならない。  

３  処理を行うに当たっては、緊急の場合を除きあらかじめ関係者等に

対し、消防関係法令の趣旨をよく説明する等、適切な指導を行わなけ

ればならない。  

   第２章  違反の処理  

 （違反処理基準）  

第５条  処理は、岡崎市消防法等違反の処理実施要領第１総則５に規定

する違反処理基準によるものとする。  

（違反処理の留保）  

第５条の２  消防長又は消防署長は、合理的な理由がある場合は、処理

の措置を留保することができる。  

 （処理の区分）  

第６条  処理の区分は、次のとおりとする。  

⑴  警告  

 ⑵  命令  

 ⑶  許可の取消し  

 ⑷  認定の取消し  

 ⑸  告発  

 ⑹  過料事件の通知  

 ⑺  代執行  

 ⑻  略式の代執行  

 （処理の主体）  

第７条  処理のうち警告、命令及び略式の代執行は、消防長又は消防署

長（以下「消防長等」という。）が行うものとする。  

２   処理のうち許可の取消し、認定の取消し、告発、過料事件の通知及

び代執行は、消防長が行うものとする。  

３  第１項の処理のうち、法第３条第１項及び法第５条の３第１項の規

定に基づく措置命令を行う場合又は法第５章及び第６章の規定（法第

36条第８項において準用する場合を含む。）に基づく緊急を要する警告

及び命令を口頭で行う場合は、消防吏員がこれを行うことができる。  

４  消防吏員は、前項の処理を行ったときは、消防署長等に事案のてん

末を報告し、指示を受けなければならない。  

 （異例又は特に重要な事項の処理）  
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第８条  前条第１項の規定にかかわらず、斉一を期するもの又は異例若

しくは特に重要な事項について、必要があると認めるときは、消防長

がその事務を行うものとする。  

 （違反処理担当員の指定）  

第９条  消防署長等は、処理の事務を適正かつ効果的に行うため、消防

署員及び予防課員のうちから、処理業務を担当する者を指定しておか

なければならない。  

   第３章  警告、命令等  

 （警告）  

第 10条  警告は、原則として命令又は告発の前提となるものであり、命

令又は告発に先立ってこれを行うものとする。  

２  消防長等は、前項の規定により警告するときは、関係者等に対し、

警告書（様式第１号）を交付して行うものとする。  

３  消防長等は、前項の警告書を交付した場合において、必要があると

認めるときは、関係者等から警告事項の履行に関する計画書を提出さ

せるものとする。  

 （命令等）  

第 11条  命令は、次の各号のいずれかに該当する場合にこれを行うもの

とする。  

⑴  警告書による履行期限が経過してもなお履行されないとき。  

 ⑵  実情が命令による取扱いを必要とするとき。  

２  消防長等は、前項の規定により命令するときは、関係者等に対し、

命令書（様式第２号）を交付して行うものとする。ただし、違反の内

容が明白、かつ、緊急を要する場合で命令書を交付する暇がないとき、

関係者等に対し、口頭で命令することができる。この場合にあっては、

必要に応じ、事後において命令書を速やかに交付するものとする。  

３  法第５条の３第１項の規定に基づく命令については、命令書（様式

第２号の２）を交付し、これを行うものとする。ただし、違反の内容

が明白、かつ、緊急を要する場合で命令書を交付する暇がないとき、

関係者等に対し、口頭で命令することができる。この場合にあっては、

必要に応じ、事後において命令書を速やかに交付するものとする。  

４  消防長等は、前２項の規定により命令書を交付した場合において、

必要があると認めるときは、関係者等から命令事項の履行に関する計

画書を提出させるものとする。  

５  消防長等は、命令を行った事案について、履行期限を経過しても是

正されない場合は、必要に応じて催告書（様式第３号）を交付して、
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履行の促進を図るものとする。  

 （公示）  

第 11条の２  消防長等は、法第５条第１項、法第５条の２第１項、法第

５条の３第１項、法第８条第３項若しくは第４項（法第 36条第１項に

おいて準用する場合を含む。）、法第８条の２第５項若しくは第６項（法

第 36条第１項において準用する場合を含む。）、法第８条の２の５第３

項、法第 11条の５第１項若しくは第２項、法第 12条第２項、法第 12条の

２第１項若しくは第２項、法第 12条の３第１項、法第 13条の 24第１項、

法第 14条の２第３項、法第 16条の３第３項若しくは第４項、法第 16条の

６又は法第 17条の４第１項若しくは第２項の規定に基づく命令を行っ

た場合には、岡崎市火災予防規則（昭和 38 年２月１日規則第１号）第

２条又は岡崎市危険物規制規則（平成 2 1年３月 1 6日規則第 1 0号）第 1 0

条に規定する方法により速やかに公示し、当該命令の履行又は解除が

なされるまでの間その状態を維持するものとする。ただし、緊急を要

する場合、即時に履行された場合等はこの限りではない。  

（命令の解除）  

第 12条  消防長等は、命令事項の一部が履行され、命令解除の必要があ

ると認める場合は、関係者等に対し命令解除通知書（様式第４号）を

速やかに交付し、命令を解除するものとする。  

 （資料提出命令）  

第 13条  消防長等は、第６条の処理をするため必要な資料の提出を命ず

るときは、火災予防上必要と認められるもののうち、資料としてすで

に存在しているもの又は法律上作成義務があるものは、資料提出命令

書（様式第５号）により、これを行うものとする。  

 （報告徴収）  

第 13 条の２  消防長等は、第６条の処理をするために必要な報告の徴収

を命ずるときは、資料として存在しないが火災予防上の観点から違反

対象の実態を把握するために必要と認めるものは、報告徴収書（様式

第５号の２）により、これを行うものとする。  

   第４章  許可の取消し及び認定の取消し  

（許可の取消し）  

第 14条  許可の取消しは、法第 12条の２第１項の規定による使用停止命

令に従わない場合に行うものとする。  

２   消防長は、前項の規定により許可を取り消すときは、関係者に対し、

許可取消書（様式第６号）を交付するものとする。  

（認定の取消し）  
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第 14条の２  消防長は、法第８条の２の３第６項 (法第 36条第１項におい

て準用する場合を含む。)の規定による特例認定の取消しを行う場合は、

特例認定取消書（様式第６号の２）を交付することにより行うものと

する。  

   第５章  聴聞及び弁明の機会の付与  

 （聴聞）  

第 15条  次に掲げる処理をしようとする場合には、行政手続法（平成５

年法律第 88号。以下「行手法」という。）の定めるところにより、聴聞

を行わなければならない。  

⑴  法第８条の２の３第６項の規定（法第 36条第１項において準用す

る場合を含む。）に基づく特例認定の取消し  

 ⑵  法第 12 条の２第１項の規定に基づく許可の取消し  

 ⑶  法第 13 条の 24 の規定に基づく命令  

２  前項の聴聞に関する手続は、行手法の定めによるほか、岡崎市聴聞

手続規則（平成６年規則第 41 号）によるものとする。  

 （弁明の機会の付与）  

第 16条  次に掲げる処理をしようとする場合には、行手法の定めるとこ

ろにより、弁明の機会を付与しなければならない。  

 ⑴  法第５条第１項、法第５条の２第１項及び法第５条の３第１項の

規定に基づく命令（行手法第 13条第２項第１号に該当する場合を除

く。）  

 ⑵  法第８条第４項（法第 36条第１項において準用する場合を含む。）

及び法第８条の２第６項（法第 36条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく命令（行手法第 13条第２項第３号に該当する

場合を除く。）  

 ⑶  法第 12条の２第１項、第２項の規定に基づく命令（行手法第 13条

第２項第１号に該当する場合を除く。）  

 ⑷  法第 14条の２第３項の規定に基づく命令（行手法第 13条第２項第

１号に該当する場合を除く。）  

２  前項の弁明の機会を付与する場合の通知は、弁明通知書（様式第７

号）により行うものとする。  

   第６章  告発  

 （告発）  

第 17条  次の各号のいずれかに該当する場合は、関係者等を告発するも

のとする。  

 ⑴  第 10条による警告に従わないとき。  
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 ⑵  第 11条による命令に従わないとき。  

 ⑶  火災等の発生又は拡大が違反に起因したとき。  

 ⑷  前各号のほか特に告発する必要があると認めるとき。  

 （手続）  

第 18条  告発は、当該違反の事件を管轄する検察官又は警察署長に対し

て行うものとする。  

２  前項の告発は、告発書（様式第８号）に違反に関する書類、見取図、

違反の現場写真その他必要と認められる書類を添付して行うものとす

る。ただし、緊急を要する場合は、口頭で告発することができる。  

３  口頭で告発を行った場合において、当該検察官又は警察署長から要

求があったときは、関係書類を速やかに提出しなければならない。  

   第６章の２  過料事件の通知  

（過料事件の通知）  

第 18条の２  消防長は、法第８条の２の３第５項（法第 36 条第１項にお

いて準用する場合を含む。）及び法第 17条の２の３第４項の規定による

届出を怠った者を覚知した場合で、過料をもって対応すべきと認めら

れる場合は、過料事件の通知をするものとする。  

２  過料事件の通知をするときは、過料事件通知書（様式第８号の２）

に関係証拠書類を添付して、届出を怠った者の住所地を管轄する地方

裁判所に通知するものとする。  

   第７章  代執行  

 （代執行）  

第 19条  消防長は、第 11条の規定による命令又は第 17条の規定による告

発によっても、なお履行されない場合であって、特に必要があると判断

されるときは、行政代執行法（昭和 23年法律第 43号）の定めるところに

より、代執行を行うものとする。  

２  代執行を行おうとするときは、事前に執行に伴う作業、警戒及び経

費等の計画を立てなければならない。  

３  代執行の戒告、通知及び費用徴収のための文書並びに執行責任者の

証票は、次によるものとする。  

 ⑴  戒告書（様式第９号）  

 ⑵  代執行令書（様式第 10号）  

 ⑶  代執行費用納付命令書（様式第 11号）  

 ⑷  代執行執行責任者証（様式第 12号）  

４  非常の場合又は危険切迫の場合において、当該行為の急速な実施に

ついて緊急の必要があり、前各項に規定する手続をとる暇がないとき
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は、その手続を経ないで代執行を行うことができる。  

 （証票の携帯）  

第 20条  消防長等その他の消防吏員が、執行責任者として代執行の現場

に赴くときは、前条第３項第４号の証票を携帯し、要求があるときは、

いつでもこれを呈示しなければならない。  

（略式の代執行）  

第 20条の２  消防長等は、法第３条第１項又は法第５条の３第１項の命

令に係る履行義務者を覚知することができないため、当該命令を発す

ることができない場合には、法第３条第２項又は法第５条の３第２項

の規定に基づき、当該消防職員に法第３条第１項第３号及び第４号に

掲げる措置をとらせるものとする。  

（事前の公告）  

第 20条の３  消防長等は、法第５条の３第２項の規定による措置をする

場合は、あらかじめ消防法による公告（様式第 12号の２）により公告

を行うものとする。ただし、緊急の必要があると認めるときは、公告

を要しない。  

（保管物件の公示）  

第 20条の４  消防長等は、法第３条第２項又は法第５条の３第３項の規

定により物件を保管したときは、法第３条第３項及び法第５条の３第

４項において準用する災害対策基本法 (昭和 36年法律第 223 号。以下

「災対法」という。)第 64条第３項の規定に基づき、保管物件について

(様式第 12号の３ )により消防本部又は消防署及び当該防火対象物若し

くは関係のある場所等で公示を行うものとする。  

２  消防長等は、前項により公示を行った場合は、保管物件一覧簿 (様式

第 12号の４ )を作成し、関係者等が閲覧できるようにしておくものとす

る。  

（保管物件の売却）  

第 20条の５  消防署長が法第３条第３項及び法第５条の３第４項におい

て準用する災対法第 64条第４項の規定により保管物件を売却するとき

は、消防長の承認を得るものとする。  

（保管費等の徴収）  

第 20条の６  消防長等は、法第３条第３項及び法第５条の３第４項にお

いて準用する災対法第 64条第５項に規定する保管、売却、公示等に要

した費用を、保管費等納付命令書 (様式第 12号の５ )により、当該物件

の所有者、管理者及び占有者で権原を有する者から徴収するものとす

る。  
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（法定期間経過後の処理）  

第 20条の７  消防長等は、法第３条第３項及び法第５条の３第４項にお

いて準用する災対法第 64条第６項に規定する期間を経過した物件につ

いては、岡崎市予算決算及び会計規則（昭和 39年３月 25日規則第４号）

に基づき処理するものとする。  

   第８章  雑則  

 （送達の方法）  

第 21条  この要綱に定める警告書、命令書、催告書、命令解除通知書、弁

明通知書、許可取消書、特例認定取消書、戒告書、代執行令書及び代

執行費用納付命令書は、関係者等に直接交付し、受領書（様式第 13号）

により自署又は記名、押印を求めるものとする。ただし、事情によっ

ては、配達証明又は配達証明付き内容証明の取扱いによる郵送をする

ものとする。  

 （関係機関との連絡）  

第 22条  消防長等は、他の法令と関連のある処理を行う場合においては、

関係のある行政機関と密接な連絡をとり、最善の方途を講ずるように

しなければならない。  

 （関係市町村長等への通知）  

第 23条  消防長は、岡崎市以外の許可を受けた移動タンク貯蔵所に係る

違反の事実を発見し、法第 11条の５第２項に基づく命令その他の指導

を行い、その旨を法第 11条の５第３項の規定に基づき許可をした市町

村長等に対し通知するときは、通知書（様式第 14号）により通知する

ものとする。  

 （免状返納命令に係る違反の報告）  

第 24条  消防長は、危険物取扱者又は消防設備士が、消防法又は同法に

基づく命令の規定に違反していると認めた場合は、危険物取扱者免状

の返納命令に関する運用基準の策定について（平成３年 12月 19日消防

危第 119 号通知。以下「 119 号通知」という。）又は消防設備士免状の

返納命令に関する運用について（平成 12年３月 24日消防予第 67号通知。

以下「 67号通知」という。）により、 119 号通知に定められる危険物取

扱者違反処理報告書又は 67号通知に定められる消防設備士違反処理報

告書に違反関係書類その他必要な書類を添付して愛知県知事に報告す

るものとする。  

２   前項により知事に報告したときは、 119 号通知又は 67号通知に定め

られる違反事項通知書により、違反行為を行った者に対し通知するも

のとする。  
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（資格喪失に係る通報）  

第 24条の２  消防長は、消防設備点検資格者が、消防法施行規則（昭和

36年自治省令第６号。）第 31条の６第７項の規定に該当していると認め

た場合は、消防設備点検資格者の資格喪失に係る運用について（平成

10 年３月 31 日消防予第 44 号通知）の例による通知書に、関係資料を

添付して財団法人日本消防設備安全センター理事長に通報するものと

する。  

（証拠の収集）  

第 25条  処理を行うに当たっては、後日のために現場写真その他の証拠

となるものをできるだけ収集しておかなければならない。  

 （違反処理経過の記録）  

第 26条  処理を行った場合には、その経過を違反処理経過簿（様式第 15

号）に記載し、その結末を明らかにしておかなければならない。  

 （報告）  

第 27条  処理を行った場合は、違反処理報告書（様式第 16号）により、四

半期ごとに消防長に報告しなければならない。  

２   前項の違反処理報告書には、警告書、命令書、催告書及び命令解除

通知書の写しを添付するものとする。  

３  処理を行った場合は、違反事項が改善されるまでの間、その履行状

況を確認するとともに、処理が完結したときは、違反処理完了報告書

（様式第 17号）により、四半期ごとに消防長に報告しなければならな

い。  

 （実施細目）  

第 28条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

   附  則  

この要綱は、平成 14年４月１日から施行する。  

   附  則  

この要綱は、平成 24年３月 22日から施行する。  

   附  則  

この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。  

   附  則  

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。  
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附  則  

この要綱は、令和３年９月 24日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
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 様式第１号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

第   号    

年   月   日    

  

 

          様  

 

（岡崎市消防長  氏  名印）  

（岡崎市  消防署長  氏  名印）  

 

警    告    書  

 

 所在地  

 名称  

用途  

 

上記対象物（物件）は、      と認めるので、  年   月   日

までに下記のとおり履行するよう警告する。  

記  

 警告事項  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注  警告事項を履行しないときは、消防法に基づく命令又は告発をする

ことがある。  



 

- 12 - 

岡崎市消防本部達  第   号  

年   月   日  

 

   

         様  

 

（岡崎市長  氏  名印）  

（岡崎市消防長  氏  名印）  

 （岡崎市  消防署長  氏  名印）  

 

命    令    書  

 

 所在地  

 名称  

用途  

 

上記対象物（物件）は、        と認めるので、消防法第  条

の規定により下記のとおり命令する。  

なお、本命令に従わない場合は、消防法第  条  の規定により処罰さ

れることがある。   

記  

 命令事項  

 

 

  

命令の理由  

 

 

 

 

教示  

この命令に不服のある場合は、（命令を受けた日・命令のあったことを

知った日）の翌日から起算して３か月（ 30 日）以内に岡崎市長に対して

審査請求をすることができる。  

また、この命令については、（命令を受けた日・命令のあったことを知

った日）の翌日から起算して６か月（ 30 日）以内に岡崎市を被告として

処分の取消しの訴えを提起することができる（訴訟において岡崎市を代

表するものは岡崎市長となる。）。  

なお、この命令について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る（裁決を受けた日・裁決があったことを知った日）の翌日から起算し

て６か月（ 30 日）以内に岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起

することができる。  

 様式第２号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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岡崎市消防本部達 第  号 

年  月  日 

 

  

           

            様 

所属               

階級・氏名            

 

命   令   書 
 

所在地  
用途 

 

名 称  

上記対象物においては、火災の予防に危険である又は消火、避難その他の消

防の活動に支障となる事実があると認めるので、消防法第５条の３第１項の規

定に基づき、下記のとおり命令する。 

 なお、この命令に従わない場合は、消防法により処罰されることがある。 

発令日時    年   月   日     時   分 

受命者の種別 
□行為者  □所有者  □管理者 

□占有者  □その他（                ）  

消防法第５条の３第１項により命ずる第３条第１項に掲げる措置 

□ 第１号 火遊び、喫煙、たき火、火を使用する設備若しくは器具又はそ  

の使用に際し火災発生のおそれのある設備若しくは器具の使用 

その他これらに類する行為の禁止、停止若しくは制限又はこれ 

らの行為を行う場合の消火準備 

□ 第２号 残火、取灰又は火粉の始末 

□ 第３号 危険物又は放置され、若しくはみだりに存置された燃焼のおそ   

れのある物件の除去その他の処理 

□ 第４号 放置され、又はみだりに存置された物件の整理又は除去 

 【命令の理由となる事実及び命ずる措置】 

 

  

 

 

 

 
※該当する事項にレ点が記入してある。 
 
（教示） 
この命令に不服のある場合は、この命令を受けた日の翌日から起算して 30 日以内に岡崎市

長に対して審査請求をすることができる。 
また、この命令については、この命令を受けた日の翌日から起算して 30 日以内に岡崎市を

被告として処分の取消しの訴えを提起することができる（訴訟において岡崎市を代表するもの
は岡崎市長となる。）。 

なお、この命令について審査請求した場合には、当該審査請求に対する裁決を受けた日の翌
日から起算して 30日以内に岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。 

受
領
欄 

      年  月  日 本命令書を確かに受領しました。 

受領者 住所 
 

氏名 
 

 

 様式第２号の２ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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第   号    

年   月   日    

 

   

       様  

 

    （岡崎市長  氏  名印）  

（岡崎市消防長  氏  名印）  

（岡崎市  消防署長  氏  名印）  

  

催    告    書  

 

 あなたは、    年   月   日付け、   第   号をもって命令し

た事項について、いまだ履行していないので速やかに履行するよう催告

する。  

 また、いまだ不履行の理由及び実現可能な最短期間の履行計画を書面

にて提出すること。  

 

 提出期限  

   年   月   日までに  

 

 備考  

 いまだ不履行の理由及び実現可能な最短期間の履行計画は、本催告書

の交付日から提出期限までに消防本部予防課（〇消防署〇署（所））へ直

接提出すること。  

様式第３号 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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第 号 

年 月 日 

 

住所 

氏名 様 

（岡崎市長 氏 名印） 

（岡崎市消防長 氏 名印） 

（岡崎市 消防署長 氏 名 ） 

命 令 解 除 通 知 書 

あなたの する について、 年 月 日 

付け 第 号をもって命令した事項については、下記の理由により、 

これを解除する。 

記 

所在地 

名称 

用途 

解除する理由 

印 

 様式第４号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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岡崎市消防本部達  第   号    

年   月   日    

   

    

         様  

 

（岡崎市長  氏  名印）  

（岡崎市消防長  氏  名印）  

（岡崎市  消防署長  氏  名印）  

  

資  料  提  出  命  令  書  

 

 所在地  

 名称  

用途  

 

火災の予防ため必要があるので、下記資料を    年   月   日ま

でに      へ提出するよう、消防法第  条  項の規定により命令す

る。   

なお、資料を提出せず、又は虚偽の資料を提出した場合は、消防法第あ

条  の規定により処罰されることがある。  

記  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教示  

この命令に不服のある場合は、命令のあったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

また、この命令については、命令のあったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起す

ることができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

なお、この命令について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に岡崎市

を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。  

 様式第５号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第５号の２ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

岡崎市消防本部達  第   号    

年   月   日    

   

    

          様  

 

（岡崎市長  氏  名印）  

（岡崎市消防長  氏  名印）  

（岡崎市  消防署長  氏  名印）  

  

報  告  徴  収  書  

 

 所在地  

 名称  

用途  

 

火災予防のため必要があるので、下記事項を    年   月   日ま

でに      へ文書をもって報告するよう、消防法第  条  項の規定

により要求する。  

なお、報告せず、又は虚偽の報告をした場合は、消防法第  条  の規

定により処罰されることがある。  
記  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教示  

この命令に不服のある場合は、命令のあったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

また、この命令については、命令のあったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起す

ることができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

なお、この命令について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に岡崎市

を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。  
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岡崎市消防本部達予第   号    

年   月   日   

  

    

          様  

 

岡崎市長  氏  名印  

  

許  可  取  消  書  

 

所在地  

名称  

 用途  

 

上記対象物は、下記の理由により消防法      違反と認められる

ので、同法第 12 条の２第１項の規定に基づき、許可を取り消す。  

記  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教示  

この処分に不服のある場合は、処分のあったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

また、この処分については、処分のあったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起す

ることができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

なお、この処分について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に岡崎市

を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。  

 様式第６号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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岡崎市消防本部達予第   号    

年   月   日    

 

   

        様  

 

岡崎市消防長  氏  名印  

  

特  例  認  定  取  消  書  

 

あなたの     する下記防火対象物は、（消防法第８条の２の３第６

項第  号・消防法第 36 条第１項において準用する消防法第８条の２の３

第６項第  号）に該当するため、同項の規定に基づき、特例認定を取り

消す。  

記  

１  防火対象物所在地、名称  

 

 

２  特例認定年月日・番号  

 

 

３  特例認定取消（処分）の理由となる事実  

  

 

 

 

 

 

教示  

この処分に不服のある場合は、処分のあったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

また、この処分については、処分のあったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起す

ることができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

なお、この処分について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に岡崎市

を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。  

 様式第６号の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第７号 

（表） 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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（裏） 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第８号 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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 様式第８号の２ 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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岡崎市消防本部達予第   号    

年   月   日    

 

   

          様  

 

（岡崎市長  氏  名印  ）  

（岡崎市消防長  氏  名印  ）  

 

戒    告    書  

  

 所在地  

 名称  

用途  

 

上記対象物（物件）について、   年   月   日付け   第   号

をもって      を命令したが、いまだその義務を履行していない。  

よって、前記命令を    年   月   日までに履行しないときは、

行政代執行法第２条の規定に基づき、代執行を行うこととしたので、こ

の旨行政代執行法第３条第１項の規定に基づき、戒告する。  

なお、代執行に要するすべての費用を行政代執行法第２条の規定に基

づき、徴収する。また、代執行により生ずる損害については、すべて責

任を負わないので、申し添える。  

 

 

 

教示  

この戒告に不服のある場合は、戒告のあったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

また、この戒告については、戒告があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起

することができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

なお、この戒告について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に岡崎市

を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。  

 様式第９号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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岡崎市消防本部達予第   号  

年   月   日  

  

   

          様  

 

（岡崎市長  氏  名印）  

（岡崎市消防長  氏  名印）  

 

代  執  行  令  書  

 

下記対象物（物件）について、    年   月   日付け  第   号

をもって戒告したが、いまだその義務を履行していない。  

よって、行政代執行法第２条の規定に基づき、代執行を次により行う

こととしたので、この旨行政代執行法第３条第２項の規定に基づき、通

知する。  

なお、代執行に要するすべての費用を行政代執行法第２条の規定に基

づき徴収する。また、代執行により生ずる損害については、すべて責任

を負わないので、申し添える。  

記  

対象物（物件）の表示  

（戒告書と同じ）  

代執行の日時        年   月   日   時   分から  

代執行の内容  

現場執行責任者（階級、氏名）  

代執行に要する費用の概算見積額  金    円  

 

 

 

 

 

教示  

この処分に不服のある場合は、処分のあったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

また、この処分については、処分があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起

することができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

なお、この処分について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に岡崎市

を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。  

 様式第 10号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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      岡崎市消防本部達予第   号    

年   月   日    

   

   

          様  

 

（岡崎市長  氏  名印）  

（岡崎市消防長  氏  名印）  

 

代執行費用納付命令書  

 

   年   月   日付け  第   号の代執行令書による代執行に要

した費用の金額が決定したので、行政代執行法第５条の規定に基づき、

代執行費用を下記のとおり納付するよう命令する。  

なお、指定された期日までに納付しないときは、国税滞納処分の例に

より徴収することがあるので、申し添える。  

記  

１  納付期限      年   月   日  

２  納付金額  金      円  

３  納付方法  別途納入通知書による。  

４  代  執  行      年   月   日執行  

 

 

 

 

 

教示  

この処分に不服のある場合は、処分のあったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

また、この処分については、処分があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起

することができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

なお、この処分について審査請求した場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に岡崎市

を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。  

 様式第 11号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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 様式第 12号 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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 様式第 12号の２ 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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 様式第 12号の３ 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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 様式第 12号の４ 

  

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 



 

- 31 - 

岡崎市消防本部達  第   号    

年   月   日    

  

   

          様  

 

                  （岡崎市消防長  氏  名印）  

（岡崎市  消防署長  氏  名印）  

 

保管費等納付命令書  

 

    年   月   日付け返還した物件の保管等に要した費用は下記

のとおりであるので、    年   月   日までに      へ納付す

るよう消防法第   条第   項の規定により命令する。  

 なお、指定された期日までに納付しないときは、国税徴収法の例によ

り徴収する。  

 

金      円  

費    目  金    額  内       訳  

   

   

   

 

教示  

 この処分に不服のある場合は、処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に岡崎市長に対して審査請求をすることができる。 

 また、この処分については、処分があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、岡崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起

することができる（訴訟において岡崎市を代表するものは岡崎市長とな

る。）。  

 なお、この処分について審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、岡

崎市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。   

 様式第 12号の５ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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年 月 日 

（（宛先）岡崎市長） 

（（宛先）岡崎市消防長） 

（（宛先）岡崎市 消防署長） 

住所（所在地） 

氏名（名称及び代表者氏名）  

受 領 書 

年 月 日 第 号の 

（警 告 書） 

（命 令 書） 

（催 告 書） 

（命 令 解 除 通 知 書） 

（弁 明 通 知 書）は、確かに受領しました。 

（許 可 取 消 書） 

（戒 告 書） 

（代 執 行 令 書） 

（代執行費用納付命令書） 

 様式第 13号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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 様式第 14号 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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 様式第 15号 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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    様式第 16号 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第 17号 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

違 反 処 理 完 了 報 告 書 

月分     年 月 日報告 

経過

簿の

番号 

警告書等

の番号 

対象物の用途又

は危険物施設の

区分 

対象物の名称及び 

違反者の氏名等 

警告等の別 
違反 

条項 

是正 

内容 

是正確認 

年月日 
備考 処理 

年月日 

履行 

期限 

 
    

   
 

 

 

 

 

 
    

 
 

 
 

 

 

 

 

 
    

   
 

  

 
    

   
 

  

 


